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　消費者信用の分類と信用供与額（２００３年）

（単位：億円）

消費者金融会社 97,507

民間金融機関　 39,461

信販会社　 43,437

銀行系クレジット会社 30,330

流通系クレジット会社 3,473

自動車メーカー系販売金融会社 15,831

量販店 2,766

中小小売商団体 3,699

個品割賦購入あっせん業者等 665

電気メーカー系クレジット会社 104

信用保証会社 25

通信販売会社 46

百貨店 35

サービス・小売業者等 518

出典：(社)日本クレジット産業協会『日本の消費者信用統計　平成17年版』
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（％）

単位：億円/％

（資料）（社）日本クレジット産業協会「日本の消費者統計」

（兆円）
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単位：億円/％

昭和59年 昭和61年 昭和63年 平成1年 平成3年 平成5年 平成7年 平成9年 平成11年 平成13年 平成15年

消費者信用合計 314,518 384,147 499,126 572,990 679,672 685,812 728,595 765,205 731,252 740,963 730,147

消費者金融計 156,988 204,158 287,140 338,521 403,124 407,002 427,987 434,789 398,585 385,948 350,846

消費者ローン計 87,015 109,011 169,999 211,094 236,876 194,500 210,906 230,077 228,669 246,716 238,164

消費者金融会社計 28,271 25,154 27,855 32,960 43,695 50,425 66,103 83,550 94,966 106,327 97,507

消費者金融会社計

消費者信用合計

（資料）（社）日本クレジット産業協会「日本の消費者統計」
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消費者金融業のビジネスモデル　　４つの「S」

出典：TAPALS白書２００４　P7より抜粋

即時性（Speed）

●迅速に融資判断をしてくれるか

利便性（Simple）

●商品内容、利用面、サービス面などで使い勝手が良いか

秘匿性（Secret）

●プライバシーが守られるか

安全性（Safety）

●申込、契約、借入、返済等の安全性（計画的な利用）
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サービス特性

○ 即時審査（申し込みからカード発行まで３０～４０分）

○ 手数料は一切不要（保険料・提携先CD / ATM使用料等は業者負担、金利以外の手数料はなし）

○ 契約内容（包括契約、自由返済、利息の日割り計算等）

契約内容のわかりやすさ、利便性を追求

チャネル・ネットワーク 顧客の用途に応じた多数のチャネルを配置

○ 自動契約機（新規申込・他契約・各種カード発行）

　　　●　アコムの契約機台数　　むじんくん1,745台

○ CD/ATM（自社・提携網の拡充－借入・返済の利便性向上、２４時間年中無休利用可能）

　　　●　アコムの自社・提携CD/ATM台数　81,736台(自社分1,891台、提携分79,845台) 

○ 店頭（各種相談を含め、全サービス対応）

　　　●　アコムの有人店舗数 324店舗　　　　　　　　　 (2005年3月末現在)
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　新規与信審査フロー図（アコム）

社内データベース

・名寄せ情報

・電話帳情報

・企業情報

・年収情報

・家計収支情報

来店・申込み

●信用情報機関の説明と利用・登録への同意取得

●信用情報機関により借入状況調査確認

●借入意思を確認するために借入申込書作成

●申込書記入（＊）

●本人確認書類の確認

●審査項目の聴取

●申告自宅、勤務先等の確認

決　　　　　裁

●自動与信システムの結果を基に支店長

の最終判断に より与信額を決定

自動与信システム

信用情報センター書類記載情報 確認結果

貸付（ＡＴＭ）

●契約内容説明

●契約締結

●カードの発行

■借入希望額

■氏名および生年月日等の個人特定情報

■勤務先および収入情報

（＊）申込書記載項目

●名義貸しやマルチまがい商法関連の利用では

　 ないか等について説明、確認

契　　　　約
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企業規模別新規成約率
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成約率（N=65）

出典：消費者金融白書2004年版　P85より抜粋

＊ＪＣＦＡとＮＩＣ会の共同調査による
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３ヶ月未満の延滞債権（アコム）

末残比 末残比 末残比 末残比 末残比
％ ％ ％ ％ ％

0.71 0.84 1.15 1.21 1.07

0.42 0.46 0.59 0.69 0.62

0.30 0.38 0.56 0.52 0.46

不良債権の状況（アコム）

末残比 末残比 末残比 末残比 末残比
％ ％ ％ ％ ％

2.31 2.70 3.65 4.93 5.06

0.24 0.45 0.56 0.57 0.52

2,549 0.17 3,292 0.20 3,540 0.21 2,951 0.18 2,026 0.13

- - 1,659 0.10 2,853 0.17 3,633 0.22 3,176 0.20

- - 131 0.01 815 0.05 1,775 0.11 2,328 0.15

1.13 1.30 1.88 2.27 2.20

0.03 0.03 0.06 0.10 0.08

0.91 0.93 1.15 1.99 2.25

貸倒損失・貸倒損失率（無担保ローン）の状況

末残比 末残比 末残比 末残比 末残比
％ ％ ％ ％ ％

無担保ローン 2.79 3.21 4.74 6.50 6.2339,839 49,713 75,039 100,781 96,415

2002.3 2003.3 2004.3 2005.32001.3

13,561

不良債権合計

破産申立債権

民事再生申立債権

民事再生決定債権

３ヶ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

破綻先債権

延滞債権

497

15,016

20,97216,866

518

34,596

2002.3

43,691

7,2043,650

2001.3 2004.3

79,754

9,280

36,632

2003.3

60,491

9,227

31,128

81,210

8,377

35,310

32,204 36,177

2001.3 2002.3 2003.3 2004.3 2005.3

1,036

19,099

1,638

2005.3

１１日以上３ヶ月未満延滞額 10,703 13,605 18,971

３１日以上３ヶ月未満延滞額 6,269 7,468 9,761

１１日以上３１日未満延滞額 4,434 6,136 9,210

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

8,399 7,337

19,475 17,239

11,076 9,902

1,345
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出典：TAPALS白書2003、2004より作成

　大手５社・銀行系融資残高シェア

2003年3月末融資残高 (単位：百万円) 2004年3月末融資残高 (単位：百万円)

会社名 融資残高 シェア 会社名 融資残高 シェア

大手５社計 7,617,548 66.6% 大手５社計 7,296,013 65.9%

銀行系３社計 213,130 1.9% 銀行系３社計 302,638 2.7%

総合計 11,438,885 100.0% 総合計 11,071,763 100.0%

　契約者数と残有利用者数の状況（アコム）

（2005年5月16日現在　単位： 千人）

契約者数 ５，０３４ ２，６１６残有利用者数

※契約者数は、現在契約締結中であり、
いつでも利用可能なお客様の数
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　　　　　　　　コンプライアンス経営の追求

ビジネス倫理（コンプライアンス）の定着化

経営の重要課題

・平成10年4月「ビジネス倫理室」設置

・すべての有人店舗と社内各部署にコンプライアンス担当設置

・社員教育の徹底

・ビジネス倫理実践3ヵ年計画平成15年4月から実践

・個人情報保護法施行に伴う規程等の整備

・情報セキュリティ管理体制構築

金融業務能力検定

「コンプライアンスオフィサー検定」

平成15～16年社員1，051人合格

「成績優秀団体表彰」授与

　　　　　許諾証

Ｐ

Ｐマーク（プライバシーマーク）取得

　　【ビジネス倫理綱領】

　　【ビジネス倫理

　　　　自己チェックカード】

　　　平成１０年４月発行
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ＪＣＦＡ（日本消費者金融協会) 概要

　名称：　JCFA(日本消費者金融協会)  英文:Japan Consumer Finance Association

　設立：　1969年(昭和44年)4月16日

　目的：　本協会は、会員相互の啓発を通じ、消費者金融に関する調査、研究、広報や会員の従業員研修等

　　　　　 の活動を行い、我が国の消費者金融の健全な発達を図るとともに、広く国民経済の適切な運営に

資することを目的としています。

　事業： １．消費者金融の普及と啓発　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　 　2.消費者の救済更生とカウンセリング　　　　　　　　　　

　　　　 3．消費者金融及び消費者信用市場の調査、研究　　 　　　　　　　　　　　　

　　　　 4．業務の改善、刷新に関する研究と経営全般に関する情報交換　

　　　　 5．機関誌及び消費者金融全般に関する刊行物の発行

　　　　 6．健全な市場育成のための法制対策及び関係法令の調査、研究

　　　　 7．会員の従業員研修　など　　　

会員数： ９５社／平成１７年４月末日現在
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　新たなるカウンセリングへの取り組み

（財）日本クレジットカウンセリング協会

業界横断的カウンセリング機関として、債務整理と併せ、心理面、家計面においての

カウンセリングが実施できるよう、弁護士とカウンセラーが共同でカウンセリングを行う。

現在、東京・名古屋・福岡の３ヶ所の拠点で活動を実施。日本消費者カウンセリング基金

は、全国貸金業協会連合会を通じ資金を助成。

金銭管理カウンセリングサービス（ＪＣＦＡ）

米国のCCCSを参考に、専任のカウンセラーにより、「予防的カウンセリング」

「生活改善カウンセリング」「生産的カウンセリング」を中心に、債務者の自力更生

を期待した活動を実施。

出典：オール・ザ・ウエイ　P２３より抜粋

フィナンシャルカウンセリング研究会（JCFA）

２００４年１０月、日本の風土に合った「フィナンシャルカウンセリング」と「消費者救済」および

「消費者への金銭教育のあり方」の研究を目的に発足。今後２年間にわたって研究を重ね、

フィナンシャルカウンセリングの社会への浸透と質の向上を目指した活動を実施。

出典：TAPALS白書２００４　P４１、P47より抜粋

出典：TAPALS白書２００４　P４３より抜粋
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消費者金融連絡会では、社会人となる一歩手前の学生を中心に、副読本やビデオ教材を無償

提供し、さらには直接学校を訪問して講座を行うなど、クレジットやキャッシングに関する教育支援

活動を実施。

　金銭教育支援の取組み

（社）日本クレジット産業協会

「クレジット教育センター」という専門部署を設け、主に中学生・高校生を対象とした教材の提供

やセミナーの開催、また教員を対象とした勉強会などを実施。

JCFA（日本消費者金融協会）

JCFAでは、小学生を主な対象に、自己責任意識と健全な金銭感覚の育成・普及を目的とした

消費者教育用教材づくりを行い、全国の主な小学校や公立図書館、教育関係機関などへ無償

提供。

消費者金融連絡会

出典：TAPALS白書２００４　P５０より抜粋
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消費者金融連絡会の消費者教育活動ツール

●高校授業向けビデオ教材（平成１４年：文部科学省選定）

　　「緊急リサーチ！カード社会をどう生きる！？～信用と自己責任～」の制作・配布

　　（目的）現在、高校で行われている視聴覚教育の中で、クレジット教育を行う際の教材として制作。

　　（実績）２００１年４月より全国の高校、消費者センター等に配布。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔発行部数：４，３００本（２００４年１２月末現在）〕

●ローン・クレジット「実践事例・資料集」の制作

　　（目的）高校授業向けビデオ教材「緊急リサーチ！カード社会をどう生きる！？～信用と自己責任～」を

　　　　　　　現在の学校教育の限られた時間の中で、有効活用してもらうための副教材として制作。

　　（実績）２００３年１月より全国の高校、消費者センター等に配布。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔発行部数：１０，０００部（２００４年１２月末現在）〕

●副読本「暮らしと消費者金融」の制作・配布

　　（目的）社会人になる前の高校生に、クレジットや消費者金融に関する知識を持っていただくために制作。

　　（実績）全国の約５，５００の高校に無償配布し、同時に全国３５０ヶ所の消費生活センターに配布。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔発行部数：５０，０００部（２００４年１２月末現在）〕

●「クレジット・金融用語辞典（改訂版）」の制作・配布

　　（目的）業界への理解を深めていただく上で、一般的に理解しにくい消費者信用や金融全般に関する

　　　　　　　専門用語を幅広く網羅した辞典を制作。

　　（実績）全国５，５００の高校および全国３５０ヶ所の消費生活センターに無償提供。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔発行部数：２０，０００部（２００４年１２月末現在）〕

出典：TAPALS白書２００４　P66,P67より抜粋
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今　後　の　主　な　課　題

1.   多重債務者を生まないための取組みを一層強化していくべきではないか。
2.   多重債務者への業界横断的、救済更正活動への支援をより強化するよう努めていくべきではないか。

　上限金利規制について

１．　現行規制下では、消費者の状況に応じて、幅広い業態がリテール金融分野において自由競争、サービス多様化を容易

　　　に行い得る環境が整っているとは言えないのではないか。

2.    そうした環境が与えられればリテール金融分野は、資金供給者・資金需要者の双方にとってより一層健全な市場へと発

展していくのではないか。

業務規制について

１．　貸金業規制法第１７条・１８条について

（１）　記載事項が消費者ニーズに合っていないのではないか。

（２）　資金需要者側の個人情報管理が不適切な場合には、個人情報流出の危険性が高いのではないか。

2. 　貸金業規制法第４３条について

（１）　利息制限法と出資法の任意金利帯における、みなし弁済規定が空洞化してしまうのではないか。

（２）　みなし弁済規定が空洞化すると資金供給者・資金需要者、双方に大きなデメリットが生じてしまい、リテール金融

　　　　　　　　市場が不健全化していくのではないか。

ＩＴ社会への対応について

◎　ＩＴ社会における秘匿性・即時性・利便性への対応を含め、書面交付等のＩＴ化が許されるべきではないか。

消費者教育・カウンセリングなどセーフティーネットの拡充
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出資法上限金利の推移
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[40.004%]

['91.11]
[29.2%]['00.6]

・貸金業規制法の施行

・出資法改正
[182.5%]

①過酷な取立て

②過剰貸付

③高金利が社会問題化

（本則金利移行猶予期間）

商工ローン問題

①根保証契約に関する

    トラブル

②回収業務に関する問題

・貸金業規制法改正

・出資法改正

・利息制限法改正
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貸金業の規制等に関する法律

附則（平成１５年８月１日法律第１３６号）抄

第１２条 　新貸金業規制法による貸金業制度の在り方については、この法律の施

　　　　　　行後３年を目途として、新貸金業規制法の施行の状況、貸金業者の実

　　　　　　態等を勘案して検討を加え、必要な見直しを行うものとする。

　　　　２　出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律第５条第２項に

　　　　　　ついては、この法律の施行後３年を目途として、資金需給の状況その他

　　　　　　の経済・金融情勢、資金需要者の資力又は信用に応じた貸付けの利率

　　　　　　の設定の状況その他貸金業者の業務の実態等を勘案して検討を加え、

　　　　　　必要な見直しを行うものとする。
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借
用
書

領
収
書

書面への法定記載事項要件

①貸金業者の商号、名称又は氏名および住所

②契約年月日

③貸付けの金額

④貸付けの利率

⑤返済の方法

⑥返済期間及び返済回数

⑦賠償額の予定（違約金）に関する定めがある時はその内容

⑧貸金業者の登録番号

⑨債務者の氏名および住所

⑩貸付けに関し貸金業者が受け取る書面の内容

⑪債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項

⑫借入金返済能力に関する情報を信用情報機関に登録するときはその旨及び内容

⑬利息の計算方法

⑭返済の方法および返済を受ける場所

⑮各回の返済期日及び返済金額

⑯契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるときはその内容

⑰期限の利益の喪失の定めがあるときはその旨及びその内容

法　

律

施
行
規
則

（消費者向け無担保ローン商品の主たる債務者への交付例）

●第１７条書面

●第１８条書面

法　

律

施
行
規
則

①貸金業者の商号、名称又は氏名および住所

②契約年月日

③貸付けの金額

④受領金額およびその利息、賠償額の予定に基づく賠償金又は元本への充当額

⑤受領年月日

⑥弁済を受けた旨を示す文字

⑦貸金業者の登録番号

⑧債務者の氏名及び住所

⑨当該弁済後の残存債務の額
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包
括
契
約
書

Ａ
Ｔ
Ｍ
貸
付
明
細
書

現状対応している書面記載事項

Ａ
Ｔ
Ｍ
入
金
明
細
書

（消費者向け無担保ローン商品の主たる債務者への交付例）

①貸金業者の商号、名称又は氏名および住所

②貸付けの金額

③貸付けの利率

④返済の方法

⑤賠償額の予定（違約金）に関する定めがある時はその内容

⑥貸金業者の登録番号

⑦債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項

⑧借入金返済能力に関する情報を信用情報機関に登録するとき

　はその旨及び内容

⑨利息の計算方法

⑩各回の返済期日及び返済金額

⑪期限の利益の喪失の定めがあるときはその旨及びその内容

法　

律

施
行
規
則

●第１７条書面●第１８条書面

法　

律

施
行
規
則

①貸金業者の商号、名称又は氏名および住所

②受領金額およびその利息、賠償金又は元本への充当額

③受領年月日

④弁済を受けた旨を示す文字

⑤貸金業者の登録番号

⑥当該弁済後の残存債務の額

①貸金業者の商号、名称又は氏名および住所

②契約年月日

③貸付けの金額

④貸付けの利率

⑤返済の方法

⑥賠償額の予定（違約金）に関する定めがある時はその内容

⑦貸金業者の登録番号

⑧債務者の氏名および住所

⑨貸付けに関し貸金業者が受け取る書面の内容

⑩債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項

⑪借入金返済能力に関する情報を信用情報機関に登録するときはその旨及び内容

⑫利息の計算方法

⑬返済の方法および返済を受ける場所

⑭各回の返済期日及び返済金額

⑮契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるときはその内容

⑯期限の利益の喪失の定めがあるときはその旨及びその内容

法　

律

施
行
規
則

●第１７条書面

○契約番号

○契約番号
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＜借入れ時のATM明細書例＞

◆一般的なＣＤ・ＡＴＭ機の明細書サイズは縦横14㎝×9 ㎝、または、10.2 ㎝×7.6 ㎝規制法が求める記載内容を判読できる
文字で網羅することは現実的に不可能

出典：消費者金融白書2004年版　P３９より抜粋

＊ＪＣＦＡとＮＩＣ会の共同調査による

消費者金融会社のATMを利用して借入した

場合、このような受取証書（ｼﾞｬｰﾅﾙ）が発行

されます（ただし会社によって記載内容や

方法が異なります）。

　　　＜記載内容＞

お客様の個人番号、借入年月日

今回のご利用金額

今回分を合わせた返済残高の総額

今後、ご利用可能な金額

今回のご返済期日

次回にご返済いただく金額

＜ご案内＞

貸付利率●●．●●●％（●●．●●●％） お客さまの現在の利息（金利）

返済予定回数　１　～　５回　最終H16.12.7 現在のご利用金額の今後の返済

回数と最終返済日（完済日）

借入金額スライドリボルビング方式 返済方式

●●●株式会社 商号・名称

東京都●●区●●１－１－１ 住所

登録番号　関東財務局長（●）第●●●●●号 登録番号

◆裏面も必ずご覧ください。

税務署承認済

＊

＊

＊

＊

H16.7.7

0

印紙税申告納
付につき●●

＜表面＞

1 5
￥ 2 3

0

●●●●●
￥ 0 0

0 0 0
￥ 1 7 7 0 0 0

￥ 5 0 0

お利息

遅延お利息

その他

利 用 可 能 額

次 回 返 済予 定日

ご 利 用 明 細
いつもご利用いただきありがとうございます。

本日のお取引は以下のとおりになっています。

ご融資お取引 契 約 番 号

種別

元金返済額

次 回 返 済予 定額

カードローン

ご契約番号（カード番号）

●●●●●●●－●●

お取引日

H１６ 6 7

お 取 引 金 額

本日ご利用後の残高

◆貸付利息は金利（年率）、カッコ内は遅延損害金（年率）です。 金利・遅延損害金
◆返済回数と最終期日は、契約時に交付している書面の契約規定等をご覧ください。

◆契約期間は契約内容によって異なります。詳しくは、契約時に交付している書面の契約規定 毎月一定額を返済する方法、一定
　等をご覧下さい。（期間満了後、●年ごとの自動継続となります。） 期間（３０日など）ごとの返済の最低
◆返済期日前の返済ができます。（この場合、支払いをする日までの利息を支払います。） 額を決めて返済する方法、元本を

定額で返済する方法など、各社で
契約方法やその名称は異なります。

主な返済例：貸付金額１０万円を貸付利息●●％、各回●円の毎月１回（３０日毎）支払で返

済した場合、返済回数●回、返済期間●年●ヶ月となります。 期日前返済
＊返済回数、支払い総額は取引条件（貸付利率、返済方式など）によって異なります。

◆返済方式は●●●●●●方式です。 返済方式
◆利息の計算方法は借入残高×金利（年率）÷３６５日×利用日数です（単一金利の場合）。 利息の計算方法
◆返済の方法（場所）は、●●●の店頭、●●●および●●●指定のATM、または銀行送金 返済方法（場所）
　、その他●●●が認めた方法となります。（口座振替も可能です。）

◆費用の負担については、契約印紙代・振込手数料・郵送料はお客様の負担となります。

◆期限の利益の喪失条項の内容は、次のとおりです。

　会員（または借主）は下記事項に該当した場合、期限の利益を失い、残債務全額をただち

　に支払うものとします。
　　　　　・債務の支払を 遅滞。

　　　　　・差押、仮差押、仮処分・破産など法的措置。

　　　　　・氏名変更・転居・転勤などの届出を 怠っ たとき。

　　　　　・その他規約・条項等で定める喪失事由が発生したとき。

◆信用情報機関への登録等。

　　　　・会員（ま たは借主）の信用情報（本人特定情報、借入金額、返済状況等）は、●●●の加盟する

　　　　　信用情報機関および当該機関と提携する信用情報機関に報告され、登録されま す。

　　　　・上記登録期間は、契約継続中および当該債務を完済した日から５年以内、延滞等の情報は発生

　　　　　日から５年以内です。

ご意見・ご要望・ご相談◆お客さま相談センター◆ ０１２０－●●●－●●● 問い合わせ先

受付対応日時

＜裏面＞

＊毎日２４時間受け付けています。

フリーダイヤル

その他契約内容説明＜詳しくはお手元の会員規約等をご覧下さい＞

「ご契約」内容の説明（裏面記載事項説明）


